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通所施設職員の負担感とQOLに関する研究

福本　安甫

A study on the feelings of burden and QOL of the personnel at day-care institutions 

Yasuho Fukumoto

Abstract

We studied the relationship between the feelings of burden at work including its factors and

quality of life (QOL) among the staff working in day care institutions where elderly people

staying at home commute to. 

We examined a total of 111 people. In addition to asking their attributes, we placed to them a

questionnaire consisting of 6 items related to their feeling toward work and 15 items to BAQL

(Basic Quality of Life Scale). 

The survey produced the following results:

1. 20.7% of them had feelings of burden heavily, 18.0% of them slightly, while 61.3% to a certain

extent;

2. The feelings of burden had more relation to their age than their working conditions (p＜

00.05);

3. People with the feelings of burden had a higher sense that their work was hard and too

much of a bother (p＜0.01);

4. The feelings of burden were related to QOL (p＜0.05), especially to physical condition and

psychological sense of stability (p＜0.01), as well as feeling of comfort, intercommunion and

pleasure (p＜0.05).

From these results, we could guess that the feelings of burden tended to depend on the

physical condition at work and the degree of psychological sense of stability apart from the fact

that pleasure and intercommunion were not interactively working.

As QOL of the personnel might have a direct influence on users, a support system was thought

necessary to achieve psychological sense of stability.
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はじめに

我が国の少子高齢化現象は医療費を含む社会保障費全

体の急速な増大を生み、社会保障制度の見直しが繰り返

されていることは周知の通りである。特に、平成1 7年

の介護保険制度の改革以降、介護予防を主眼とする諸制

度へと変革されており、平成2 0年度に策定された「医

療・介護サービスの質向上・効率化プログラム」によっ

て、介護予防に必要なサービスの確保と質の維持向上を

目指した政策が展開されている1）。



このような中，脱施設化・在宅化の推進によって家庭

介護が強いられ，老老介護を始めとする家族の介護負担

が社会的課題ともなっている2）- 5）。在宅化の流れは家庭

介護の問題とともに、そこで発生する多様なニーズに対

応するための機関が必要となることはいうまでもない。

介護予防と在宅化を促進する重要なサービス提供機関で

あるはずの通所施設が、その役割を担う専門的機関とい

えるが、財政的な切り詰めのあおりを受けさまざまな課

題を抱えていることも事実である6）-8）。

そうした通所施設職員のかかえる問題の一つに職業的

介護負担感がある。通所施設利用者に対する負担感は家

族などと異なって、専門職としての職業意識に基づくも

のであることはいうまでもないが、彼らが提供するサー

ビスの質を維持する上に、施設職員の安定した状況を作

ることは重要な要素といえる。

そこで、通所施設職員のQOL（Quality of Life）の視

点から、主観的な介護負担に関する調査を実施し、主観

的負担感に関連する要因について検討したので報告す

る。

調査方法

平成2 1年２月に開催された宮崎県老人デイケア研究

大会に参加した通所施設職員に対し、受付時に調査票を

配布し、著者の特別講演中に調査主旨と倫理的配慮の説

明と協力を要請した。調査票は無記名にてその場で直接

記入し、講演終了時に回収箱に投入する方式で行った。

調査項目は、年齢・性別・職種・部門・勤務年数・勤

務時間・担当者数・障害種別に加えて、主観的な「きつ

さ度合い・楽しさ度合い・安らぎ度合い・億劫さ・家族

の理解度・負担度合い」について質問項目を設定した。

また、裏面には著者が作成したB A Q L（Basic Quality

of Life Scale）9）の項目を提示し、４段階での回答に加

え数値での回答も要請した。

回収された調査票は1 2 2名だったが、年齢・性別・負

担感項目に記入のないものを除き、他項目の無記入はデ

ータ処理上欠損値として取り扱うことにした。この結果、

対象者は1 1 1名（有効回答率9 1 . 0％）となり、その内訳

は男性4 2名（平均年齢3 6 . 1±9 . 4歳）、女性6 9名（平均

年齢3 7 . 8±9 . 8歳）であった。また、所有する資格別で

は、医療系5 1名（看護師2 7名、理学療法士1 6名、作業

療法士８名）、福祉系5 5名（介護福祉士3 4名、社会福祉

士1名、ホームヘルパー11名、その他4名、無資格５名）、

その他2名、未記入３名であった。

検討方法は、単純集計に加えてSPSS ver.15.0を用い

てのノンパラメトリック統計を行い、５％を有意水準と

して設定した。

結果および考察

１．負担感の状況

本研究の目的が負担感の関連要因を探ることにあるこ

とから、負担感に限定して結果を述べることにする。

得られた回答から、負担感を「かなり( 4 )～全く( 1 )」

の４段階に区分して数値を与え検討を加えた。

対象者全体の負担感は、3 . 0 2±0 . 6 5（数値表記では

5 6 . 1 4±2 3 . 6 9、n = 7 3）であり、「かなり感じている」

が2 3名（ 2 0 . 7％）、「まあまあ感じている」が6 8名

（6 1 . 3％）、「あまり感じていない」が1 9名（1 7 . 1％）、

「全く感じていない」が１名（0 . 9％）であった。8 2％

の職員が何らかの負担感をもちながら勤務していること

が分かる。

次に、あまり感じていない者と全く感じていない者を

合計し「負担感（弱）n = 2 0」として、かなり感じてい

る者を「負担感（強）n = 2 3」、まあまあ感じている者を

「負担感（中）n = 6 8」として３群に区分して検討するこ

とにした。

２．負担感と属性との比較

負担感と属性との関係を検討した。Kruskal Wallis

による順位多項検定を行った結果、負担感と年齢（p＜

0 . 0 5）および婚姻（p＜0 . 0 5）とに有意差を認めたが、

性別および職種において有意差を認めなかった。

そこで、年齢間の状況を詳細に検討するため、2 0歳

代～5 0歳代（6 0歳以上1名を含む）の４群に区分して、

それぞれの年代間における相違をM a n n - W h i t n e y（U）

にて比較した（表1）。

性別および職種間における有意差は認めなかったもの

の、負担感（強）の占める割合において、女性の1 5 . 9％

に対し男性は2 8 . 6％と高い状況にあった。一方、職種

別では負担感（弱）の占める割合において、医療職の

1 1 . 8％に対し福祉職では2 3 . 6％と高い割合を示したこ

とが注目された。通所施設における負担の状況は、対象

者のニーズや提供するサービスの内容と強く関連するこ

とが予測され1 0）、それらと職種との関連を考慮する必要

があるといえることから、さらに検討していく必要があ

ると考えられた。

年代間では年齢の上昇とともに負担感が増大している

様子がうかがわれ、5 0歳代では2 0・3 0歳代に比較して

明らかに負担感が強い結果となった（p＜0 . 0 5）。また、

108 九州保健福祉大学研究紀要 11：107 ～ 112，2010



婚姻の状況は既婚者の負担感が強い傾向にあり（p＜

0.05）、未婚者と既婚者の平均年齢比較において明らか

に既婚者の年齢が高かった（p＜0.01）ことから、年齢

の増加とともに既婚率が高くなることが、この結果に関

与したと考えられた。

これらの結果から、負担感は性別や職種に関わらない

加齢という生理的な機能の低下に加えて、婚姻状況の関

与すなわち家庭環境の影響を示唆したものと考えた。

３．勤務状況と負担感の関係

負担感の強弱と勤務状況の関係を検討した。項目ごと

に欠損値が存在したため分析対象者に若干の違いが生じ

たが、勤務年数・勤務時間・担当者数・障害状況・要支

援度・要介護度の間に有意な差は認められなかった（表

２、Kruskal Wallis多項検定）。

通所施設における勤務ということから、入所施設の場

合と異なって、夜間勤務など特異的な勤務体制がないこ

とから、平均的な勤務状況にあると考えられ、こうした

結果につながったものと推察された。このことから、勤

務時間や勤務条件といった客観的条件よりもよりも、同

一条件の中における個人的条件特に主観的な捉え方が影

響することを示唆したものといえる。ただ、有意差は認

めないまでも、勤務年数・勤務時間・担当者数・はやは

り負担感が強いほど数値が高くなっていることから、全

く影響を受けないものではないとも言えよう。特に、年

代と勤務年数間との明らかな相関（rs=0.369,p＜0.01）

があり、年代別にみた勤務年数においても有意な差があ

った（p＜0.01）にもかかわらず、勤務年数が負担感に

影響していない状況がみられたことは今後の課題となっ

た。

障害の種別では身体障害・精神障害・内部障害・認知

症で区別し、さらに身体障害のみ（n=21）、認知症のみ

（n=11）、身体障害＋認知症が（n=62）、その他（n=14）

における負担感を検討したが、有意差を認めていない。

同様に介護度においても負担感に有意差は認めていない

ことから、主観的な負担感は障害の種別や程度による影

響は少ないものと考えられた。

４．負担感と他の主観的要因

勤務に対する主観的な感じ方を「楽しさ・きつさ・安

らぎ・億劫さ」に分けて、負担感との関連を検討した結

果、きつさ感（p＜0.01）と、億劫さ（p＜0.05）で有意

差を認めた（表３）。他の項目においても有意差は生じ

なかったものの、数値としてみた場合負担感をもってい

る者は楽しさ感や安らぎ感を感じることが少ない様子が

うかがわれた。

また、この４項目に対する障害種別と介護度を検討し

たが有意な差を認めなかったことから、対象者の状況が

これらの主観的な感じ方に直接影響していないものと考

えられた。

同一条件下での勤務環境において、負担感を感じるも

のは「仕事がきつい、仕事が億劫だ」と感じることが多

く、楽しみや安らぎを感じる手立てを知らない状況にあ

るといえる。このことは、負担感を強く感じているもの

は感情や思考に対して負の方向へ作用する可能性と、楽

しみや安らぎなど勤務中における様々なストレスへの対

処が苦手なことを示唆したと考える。また、こうした負

の状況の継続は望ましいことではなく、こうした主観的

な感情が、施設職員の身体症状への影響や離職への危険

につながらないような情緒的サポートの必要性もあると

いえよう11～12）。
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＊：50歳代と20および30歳代との間に有意差

表１　負担感得点と年代・婚姻の関係

*表中の数値は「平均値±標準偏差」
注1）勤務年数は6段階に区分して1～6を与えた数値
注2）実際の勤務時間
注3）担当者数は担当数と入所者数が混在したものの平均
注4）身体・精神・内部・認知症それぞれを1として合計したもの
注5）要支援は2を最高として平均
注6）実際に記入した介護度の合計平均

表２　負担感の強弱と勤務状況



これまでの検討によって、負担感に関与する要因とし

て、年齢・婚姻・きつさ感・億劫さが明らかとなったが、

相関分析によってもそのことを追認しておく。負担感に

有意に相関する項目は（Spearman順位相関係数）、年

代間（rs=0.258, p＜0.01）、婚姻（rs=0.195, p＜0.05）、き

つさ感（rs=0.462, p＜0.01）、安らぎ感（rs=-0.213, p＜

0.05）、億劫さ（rs=0.240, p＜0.05）であった。

５．負担感とQOLの関係

今回検討の対象となった通所施設職員が何らかの負担

感をもちながら勤務していること、その負担感は仕事上

のことより個人的要因、特に年齢や生活環境などの影響

が推察された。そこで、こうした負担感に影響する個人

的要因をQOLの視点からさらに検討を加えてみたいと

考える。

BAQLの15項目に対する回答方法はこれまでの主観的

質問事項と同様に４段階（完全、まあまあ、あまり、全

く）で行い、さらに完全を100として数値で表記しても

らった。４段階と数値の結果について相関分析を行い、

交流（rs=0.432、p＜0.01)、健康（rs=0.609、p＜0.01）、

幸福感（rs=0.658、p＜0.01）、落ち着き（rs=0.682、p＜

0.01）以外はrs=0.700以上の相関係数となり、すべての

下位項目において有意な相関関係を認めた（spearman

順位相関係数、p＜0.01）。これにより、段階評価と数値

評価のいずれの方法を用いても矛盾のないことを立証し

たが、これまでの検討との整合性を考慮して今回は段階

評価の結果を使用して分析することにした。

Kruskal Wallis多項検定で負担感の強弱において有

意に差が生じた項目は、体調（p＜0.01）、落ち着き

（p＜0.05）、楽しみ（p＜0.05）、交流（p＜0.05）、健康

（p＜0.05）、安定感（p＜0.01）、満足感（p＜0.05）の7

項目であった（表４）。ただ、全項目の平均値で算出す

るQOL値において負担感の強弱で有意とならなかった

ことが注目された。そこで、負担感（強）と（弱）の２

項比較（Mann-Whitney）を行ったところ、両者の得

点状況に有意な差があることを認めた（p＜0.05）。さら

に全体の平均QOLが2.79±0.28であることから考える

と、これは負担感（中）のQOLとほぼ同値にあること

から、やはり負担感が大きいものほどQOLの値が低く

なる可能性があることを証明する結果と考える。次項で

示す負担感とQOLとの相関関係においてもこのことが

裏づけられる結果となっている。

６．勤務の主観的感じ方とQOLの関係

負担感とともに相互に影響し合う主観的要因（楽しさ、

きつさ、安らぎ、億劫さ、家族の理解、負担感）と

BAQLの下位項目との関係を相関分析によって行った。

表５に有意な相関がみられた項目を示す。

負担感とBAQL下位項目の得点差を前項で検討し、そ

こで有意差が生じなかった「ゆとり感・QOL」におい

て有意な相関が見られたことから、これらの項目にも影

響していることが推察される。前項で行った負担感の

（強）（弱）における2項検定（Mann-Whitney）を「ゆ

とり感」で行い有意差（p＜0.05）を認めたことから、

負担感の強いものはゆとり感が少ないと考えられた。な

お、他の項目における2項比較では前項と同じ結果であ

った。

これらの結果から、仕事に対するきつさや安らぎ感は

QOLに反映されることが少ない傾向にあることと、家

庭生活を含めた生活全般を測るQOLと、仕事中におけ

る主観的感じ方とは異質な関係にあることが推察され

た。このことは、これまで家族の理解度が他の項目と関
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＊数値は平均値±標準偏差（p値はKruskal WallisによるX2検定）
＊数値が高いほど「その感じ」が強い

表３　負担感と他の主観要因

（*）は負担感（弱）と（強）の2項比較（Mann-Whitney,p<0.05）による

表4 負担感別QOL得点比較（Kruskal Wallis）



連する傾向がなかったにもかかわらず、QOL値とのみ

関連する可能性がみられたことからも推察される。

７．属性とQOLの関係

相関関係とともに負担感以外の事項とQOL項目との

得点比較においては（表6）、性別・楽しさ感・億劫さ

に有意な差が認められ、男性のQOL得点が高い傾向が

みられた（Mann-Whitney,p＜0.05）。また、仕事に楽

しさを感じていない人は、心の張りや幸福感・満足感の

得点も低い傾向にある。これらの関係で注目されたのは

職種による比較であり、QOL値としては職種による差

は認めなかったが、下位項目において、安定感・幸福感

は福祉職、経済感は医療職の得点が有意に高かった。福

祉職には聖職者的意識が強いといわれるが13）、こうした

ことの影響を示唆したともいえる。

８．段階評価と数値評価の関係

今回使用した主観的評価は４段階評価に加えて、それ

を数値で表すとどの程度になるかをたずねた。これは主

観的な曖昧さをより定量的に自己判断する意味をもつと

いえる。既に述べたとおり、段階評価と数値評価の間に

は明確な相関関係があることから、「まあまあ」が果た

して数値的にどの程度になるか検討を加えてみた。本報

告では、このことが目的としたものではないことから、

傾向を把握する程度にとどめる。なお、数値評価で得ら

れた結果は間隔尺度としてパラメトリック検定を行っ

た。

段階評価を因子・数値評価を従属変数とした一元配置

分散分析において、負担区分間に有意差は認めなかった

が、BAQLの全項目において有意差を認めた（p＜0.01）。

さらに、BAQLの全項目を総計して段階評価別比較を

行ったところ、段階の変化につれて標準偏差が小さくな

って傾向にあり、範囲決定の可能性があると判断した。

100を基準として主観的に評価した場合、「全く」は

20％を中心として36％以下、「あまり」は45％を中心

として30.6～58.8、「まあまあ」は75％を中心として

85％以下の範囲に集約されると考えられた。負担感と

BAQLの基準が異なるのは、BAQLの項目間においても

同様の傾向がみられたことから、個々の質問に対する判

断基準が異なることに起因すると推察された。

まとめ

今回、通所施設に勤務する職員に対し、勤務上の意識

とQOLに関する調査を実施した。通所施設職員が何ら

かの負担感をもちながら勤務している姿がうかがわれた

ものの、入所施設に勤務する場合と異なり職員間・職種
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・数値はspearman順位相関係数

表５　勤務状況とQOL下位項目との相関

1）Mann-Whitney の U検定、他はKruskal Wallis多項比較

表6 属性等とQOLの関係

注）負担感の「全く（1名）」は比較検討から除外

表7 段階評価と数値評価



間における勤務上の差異は少ないことがわかった。ただ、

役職など置かれた立場による勤務状況の違いも推察され

たことから、さらに詳細な検討が必要と考えられた。

また、今回は通所施設特有の負担感を明確にすること

はできなかったが、在宅高齢者を対象とするだけに、在

宅介護者等からの多様な要求への対応も予測され、入所

施設等とは異なった負担感も考えられる。こうした通所

施設職員に特有の負担感検討は、仕事の効率化を促進す

るだけでなく、在宅高齢者へのQ O L向上に直結するこ

とでもある。本研究において、負担感が「仕事に対して

きついと感じたり、億劫だと感じる」ことと強く関連す

ることが示され、それが「体調や心理的安定感」に影響

することも示唆された。在宅高齢者が安心して利用でき、

通所施設の意義が十分に果たせるようにするためにも、

個人的な体調の管理と心理的安定感の維持とともに、職

務内容の明確化など効率的な勤務環境の整備が必要とい

えよう。

最後に、本研究にご協力いただいた施設職員の皆様な

らびに調査の機会を与えていただいた宮崎県老人デイケ

ア連絡協議会（石川智信会長）役員の方々、データ整理

に協力してくれた本学作業療法学科学生（小埜早織、岡

田雅代両君）に感謝申し上げます。
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